
◎特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律の

一部を改正する法律 
（令和四年五月一八日法律第四二号）   

一、 提案理由（令和四年四月一五日・衆議院環境委員会） 

○山口国務大臣 ただいま議題となりました特定外来生物による生態系等に係る被害の

防止に関する法律の一部を改正する法律案につきまして、その提案の理由及び内容の概

要を御説明申し上げます。 

 特定外来生物であるヒアリは、その毒性により人の生命又は身体等への被害が生じ得

る生物です。近年、国内において輸入品に意図せず付着したヒアリが発見される事例が

顕著に増加し、有識者からもヒアリが国内に定着する可能性が高まっていると指摘され

ています。このため、ヒアリ等の国内への定着防止のため、現在のヒアリ対策を一層強

化する必要があります。また、広く一般に飼養されているアメリカザリガニ及びアカミ

ミガメによる生態系への被害の拡大を防止する必要があるとともに、特定外来生物全般

の防除の促進のために地方公共団体を含めた各主体との連携を強化する必要があります。 

 本法律案は、これらを踏まえ、安心、安全な国民生活の実現と生態系保全等を推進す

るため、外来生物対策を強化するものであります。 

 次に、本法律案の内容の概要について、主に三点御説明申し上げます。 

 第一に、ヒアリ対策を念頭に、特定外来生物のうち、国内に広く蔓延した場合には著

しく重大な生態系等への被害が生じ、国民生活の安定に著しい支障を及ぼすおそれがあ

るため、緊急に検査、防除等を行う必要があるものを要緊急対処特定外来生物として指

定する制度を創設します。また、要緊急対処特定外来生物に係る検査や検査対象の移動

禁止や消毒の命令等を規定することとします。さらに、他人の土地における特定外来生

物の生息調査を可能とするとともに、物品の輸入時の検査対象を土地や施設にも拡充し

ます。 

 第二に、アメリカザリガニ等の既に各家庭等でも広く飼養され、野外の個体数も多い

外来生物に対して、飼養、輸入、譲渡し、放出等の特定外来生物に係る規制を一律に適

用した場合には、飼養規制の厳格な運用は難しく、かえって制度全体の実効性を損なう

おそれがあります。このため、当分の間、その種の状況に応じ、今後新たに指定される

特定外来生物の一部について、政令でこれらの規制の一部を適用除外できる特例を設け

ます。 

 第三に、現行法で国の確認手続を必要としている地方公共団体による防除について、

迅速な防除を可能とするため、都道府県が行う防除等について、国の確認手続を不要と

する等の措置を講じます。 

 以上のほか、国、地方公共団体、事業者及び国民の責務規定の創設等の措置を講じま

す。 

 以上が、本法律案の提案の理由及びその内容の概要です。 



 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院環境委員長報告（令和四年四月二六日） 

○関芳弘君 ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、特定外来生物による生態系等に係る被害を防止する対策を強化するため、国

と地方公共団体の役割分担の見直し等による防除体制の強化、特定外来生物のうち緊急

に対処を要するものに係る検査並びに当該検査対象の移動禁止及び消毒命令等の措置の

新設、特定外来生物の一部についてその飼養の状況等に鑑み規制を適用除外とする規定

の整備等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る十四日本委員会に付託され、翌十五日山口環境大臣から趣旨の説明を聴

取し、二十二日に質疑を行い、質疑終局後、直ちに採決いたしましたところ、本案は全

会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和四年四月二二日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一 本法において、ヒアリ等への対策が強化され、国と地方公共団体による防除体制が

明記されることから、それに係る人員体制の確保及び財政上の措置等必要な措置を講

じながら、国と地方公共団体の緊密かつ積極的な連携を図るよう努めること。また、

外来生物対策に係る科学的知見の充実を図るとともに、特にヒアリ類をはじめとした

特定外来生物の効果的かつ実用的な防除手法の研究・開発を推進すること。 

二 水際対策において最も根本的な対策である、海外における輸出時の対策強化のため、

国際連携の強化を進めること。 

三 特定外来生物等の指定について、新たな被害実態や科学的知見が明らかになった場

合に対応できるよう、指定を迅速に検討する体制を確保すること。 

四 特定外来生物オオクチバス・コクチバスによる生態系や漁業への被害の実態と違法

放流の実態を把握するとともに、地方公共団体及び民間団体等と連携して、違法放流

の撲滅を目指した対策と防除の取組を強化すること。また、特定外来生物を対象とし

た漁業権の在り方や「オオクチバス等に係る防除の指針」等のオオクチバス対策の方

針を見直し、対策の実効性を高めること。 

五 アメリカザリガニやアカミミガメは、既に広く一般に飼育されている状況を鑑み、

特定外来生物への指定を検討する場合には、野外への放出を防ぐため、新たな規制内

容を広範に周知するなど、学校教育等の機会も捉えつつ、外来種問題について普及啓

発を一層強化すること。また、こうしたアメリカザリガニやアカミミガメの飼育を通

常の特定外来生物と同様に制限しない場合には、生態系等に係る被害が生ずるおそれ

を解消することができないことから、無責任な飼育をなくす方向に誘導すること。 



六 アカミミガメは寿命が非常に長く、その間に飼育者の世代交代が起こることが考え

られることから、そのような場合でも、飼育者が野外への放出を行うことがないよう、

まずは飼育者が責任を持って対応した上で、国と地方公共団体も連携して必要な措置

を講ずることにより、生態系等に係る被害の防止を図ること。 

三、参議院環境委員長報告（令和四年五月一一日） 

○徳永エリ君 ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、特定外来生物による生態系等に係る被害を防止する対策を強化するため、

国と地方公共団体の役割分担の見直し等による防除体制の強化、特定外来生物のうち緊

急に対処を要するものに係る措置の新設、特定外来生物の一部についてその飼養の状況

等に鑑み規制を適用除外とする規定の整備等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、ヒアリ対策の現状と要緊急対処特定外来生物に係る措置の実

効性、特定外来生物の一部について適用除外とする規制の見通し、防除における各主体

の連携体制の在り方等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承

知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和四年五月一〇日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一、本法において、ヒアリ等への対策が強化され、国と地方公共団体による防除体制が

明記されることから、それに係る人員体制の確保及び財政上の措置等必要な措置を講

じながら、国と地方公共団体、関係省庁間の緊密かつ積極的な連携を図るよう努める

こと。また、外来生物対策に係る科学的知見の充実を図るとともに、特にヒアリ類を

はじめとした特定外来生物の効果的かつ実用的な防除手法の研究・開発を推進するこ

と。 

二、他人の土地等における特定外来生物の生息等の調査が可能となることに鑑み、本法

の施行後、特定外来生物の侵入や分布の拡大状況等に関する情報の収集を積極的に行

い、迅速かつ早期の防除につなげるよう努めること。 

三、要緊急対処特定外来生物については、その疑いがある生物の付着等が確認された段

階で輸入品等の移動の禁止を課すことが可能となることから、事業者等が要緊急対処

特定外来生物の発見時に関係機関への通報を控えることがないよう、要緊急対処特定

外来生物の定着を防ぐ対策への理解を促すよう努めること。また、新たに定められる

事業者がとるべき措置に関する対処指針の作成に際しては、関係者の意見を聴取する

など、具体的かつ実効性のあるものとすること。 



四、水際対策において最も根本的な対策である、海外における輸出時の対策強化のため、

国際連携の強化を進めること。また、国内の水際対策の強化を図ること。 

五、特定外来生物等の指定について、新たな被害実態や科学的知見が明らかになった場

合に対応できるよう、指定を迅速に検討する体制を確保すること。 

六、特定外来生物オオクチバス・コクチバスによる生態系や漁業への被害の実態と違法

放流の実態を把握するとともに、地方公共団体及び民間団体等と連携して、違法放流

の撲滅を目指した対策と防除の取組を強化すること。また、特定外来生物を対象とし

た漁業権の在り方や「オオクチバス等に係る防除の指針」等のオオクチバス対策の方

針を見直し、対策の実効性を高めること。 

七、アメリカザリガニやアカミミガメは、既に広く一般に飼育されている状況を鑑み、

特定外来生物への指定を検討する場合には、野外への放出を防ぐため、新たな規制内

容を広範に周知するなど、学校教育等の機会も捉えつつ、外来種問題について普及啓

発を一層強化すること。また、こうしたアメリカザリガニやアカミミガメの飼育を通

常の特定外来生物と同様に制限しない場合には、生態系等に係る被害が生ずるおそれ

を解消することができないことから、無責任な飼育をなくす方向に誘導すること。 

八、アカミミガメは寿命が非常に長く、その間に飼育者の世代交代が起こることが考え

られることから、そのような場合でも、飼育者が野外への放出を行うことがないよう、

まずは飼育者が責任を持って対応した上で、国と地方公共団体も連携して必要な措置

を講ずることにより、生態系等に係る被害の防止を図ること。 

  右決議する。 


